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開発許可申請の手引き 新旧対照表 

改定後 現行 備考 

市街化調整区域における立地基準 市街化調整区域における立地基準 手引き 

（1）～（4）（略） （1）～（4）（略） 第二章 

 

 

（５） 都市計画法改正について（令和４年４月１日施行） 

集落内開発制度指定区域の都市計画法改正に伴う規定の

整備を行うため、熊本市開発許可基準等に関する条例（平成

１３年１２月２０日条例第５３号）を改正し、集落内開発制

度指定区域に災害リスクの高いエリア(※2)を含む場合、新

規開発等が規制されることとなりました。申請地に災害イエ

ローゾーンを含む場合の許可は、以下の取扱いとなります。 

 

【令和７年４月１日～】 

（1）土砂災害警戒区域は集落内開発制度指定区域から除外

します。 

（2）浸水想定区域（想定最大規模降雨に基づく想定浸水深

３．０ｍ以上の区域）は、以下の例示などにより床面

の高さが予定建築物の建築される場所における想定最

大規模降雨に基づく想定浸水深以上になる居室を設け

るなど「安全上及び避難上の対策」を講じることが許

可の条件となります。 

〔安全上及び避難上の対策の例〕 

・敷地の地盤の嵩上げ 

 

（５）都市計画法改正について（令和４年４月１日施行） 

集落内開発制度指定区域の都市計画法改正に伴う規定の

整備を行うため、熊本市開発許可基準等に関する条例（平成

１３年１２月２０日条例第５３号）を改正し、集落内開発制

度指定区域に災害リスクの高いエリア(※2)を含む場合、新

規開発等が規制されることとなりました。熊本市において

は、市民への影響が大きいことから、申請地に災害イエロー

ゾーンを含む場合の許可は、以下の段階的な取扱いとなりま

す。 

 

① 【令和５年４月１日～令和７年３月３１日】 

許可の申請時に、申請をする場所のハザード情報、避難場

所等を申請者が把握していることを書面で提出していただ

きます。 

② （追加） 

（1）土砂災害警戒区域は集落内開発制度指定区域から除外

します。 

（2）浸水想定区域（想定最大規模降雨に基づく想定浸水深

３．０ｍ以上の区域）は、以下の例示などにより床面

 



2/1 

・居室の高床化 

・居室の高床化に準じた対策（居室と同等の居住性(※1)を

有し、かつ直接外部への避難が可能な空間を確保） 

※1 建築基準法の定義による居室には該当しない小屋裏収

納等であっても、悪天候時に風雨に晒されず避難が可

能で、かつ緊急脱出用の避難口を設けたものについて

は、安全上及び避難上の対策として取り扱うこととし

たもの。緊急時の使用を考慮した建築計画とすること

が望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2 災害リスクの高いエリア 

災害レッドゾーン 

(1)災害危険区域（建築基準法第３９条第１項） 

(2)地すべり防止区域（地すべり等防止法第３条第１項） 

(3)急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防

止に関する法律第３条第１項） 

(4)土砂災害特別警戒区域（土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する法律第９条第１項） 

(5)浸水被害防止区域（特定都市河川浸水被害対策法第５６

条第１項） 

災害イエローゾーン 

(1)土砂災害警戒区域（土砂災害警戒区域等における土砂災

の高さが予定建築物の建築される場所における想定最

大規模降雨に基づく想定浸水深以上になる居室を設け

るなど「安全上及び避難上の対策」を講じることが必

要（追加）となります。 

〔安全上及び避難上の対策の例〕 

・敷地の地盤の嵩上げ 

・居室の高床化 

・居室の高床化に準じた対策（居室と同等の居住性(※1)を

有し、かつ直接外部への避難が可能な空間を確保） 

※1 建築基準法の定義による居室には該当しない小屋裏収

納等であっても、悪天候時に風雨に晒されず避難が可

能で、かつ緊急脱出用の避難口を設けたものについて

は、安全上及び避難上の対策として取り扱うこととし

たもの。緊急時の使用を考慮した建築計画とすること

が望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2 災害リスクの高いエリア 

災害レッドゾーン 

(1)災害危険区域（建築基準法第３９条第１項） 

(2)地すべり防止区域（地すべり等防止法第３条第１項） 

(3)急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防

止に関する法律第３条第１項） 

居室 居室 

居室 居室 
(想定最大規模降

雨に基づく) 

居室 居室 

居室 居室 
(想定最大規模降

雨に基づく) 
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害防止対策の推進に関する法律第７条第１項） 

(2)浸水想定区域（水防法第１５条第１項第４号）のうち、

想定最大規模降雨に基づく想定浸水深が３．０ｍ以上の

区域 

 

 

 
 

(4)土砂災害特別警戒区域（土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する法律第９条第１項） 

(5)浸水被害防止区域（特定都市河川浸水被害対策法第５６

条第１項） 

災害イエローゾーン 

(1)土砂災害警戒区域（土砂災害警戒区域等における土砂災

害防止対策の推進に関する法律第７条第１項） 

(2)浸水想定区域（水防法第１５条第１項第４号）のうち、

想定最大規模降雨に基づく想定浸水深が３．０ｍ以上の

区域 

 

 

 
 

法第３４条一覧表（略） 法第３４条一覧表（略） 
 

法第３４条第２号～法第３４条第１０号（略） 法第３４条第２号～法第３４条第１０号（略） 
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・法第３４条第１１号 

市街化区域に隣接又は近接し、かつ、市街化区域と一体的な日常生

活圏を構成していると認められる地域において、条例で指定する区

域内の開発行為等 

運用基準 

市長が条例で指定する区域内における開発行為等であって、以下に

掲げる１、２、３、４のいずれかに該当するものであること。 

また、申請地に浸水想定区域（水防法第１５条第１項第４号）のう

ち、想定最大規模降雨に基づく想定浸水深が３.０ｍ以上の区域が

含まれる場合、床面の高さが予定建築物の建築される場所における

想定最大規模降雨に基づく想定浸水深以上になる居室を設けるな

ど「安全上及び避難上の対策」を講じることが許可の条件となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・法第３４条第１１号 

市街化区域に隣接又は近接し、かつ、市街化区域と一体的な日常生

活圏を構成していると認められる地域において、条例で指定する区

域内の開発行為等 

運用基準 

市長が条例で指定する区域内における開発行為等であって、以下に

掲げる１、２、３、４のいずれかに該当するものであること。 

（追加） 

※令和５年４月１日から令和７年３月３１日までに法第２９条１項

に基づく開発許可申請又は  法第４３条第１項に基づく建築許

可申請を行う場合、申請地に災害イエローゾーンが含まれるか確認

すること。申請地に災害イエローゾーンが含まれる場合、申請地の

ハザード情報、避難場所等を申請者が把握していることを書面で提

出すること。 

 

 

法第３４条１１号１～４（略） 法第３４条１１号１～４（略）  
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法第３４条１２号 

市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ市街化区域内に

おいて行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為と

して、条例で区域、目的又は予定建築物の用途を限り定められたも

の 

以下に掲げる１～１３のいずれかに該当するものであること。 

 

※７，８に該当するものについては、申請地に浸水想定区域（水防

法第１５条第１項第４号）のうち、想定最大規模降雨に基づく想定

浸水深が３.０ｍ以上の区域が含まれる場合、床面の高さが予定建

築物の建築される場所における想定最大規模降雨に基づく想定浸

水深以上になる居室を設けるなど「安全上及び避難上の対策」を講

じることが許可の条件となる。 

 

 

法第３４条１２号 

市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ市街化区域内に

おいて行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為と

して、条例で区域、目的又は予定建築物の用途を限り定められたも

の 

以下に掲げる１～１３のいずれかに該当するものであること。 

 

※７，８に該当するものについては、（追加）令和５年４月１日から

令和７年３月３１日までに法第２９条１項に基づく開発許可申請又

は法第４３条第１項に基づく建築許可申請を行う場合、申請地に災害

イエローゾーンが含まれるか確認すること。申請地に災害イエローゾ

ーンが含まれる場合、申請地のハザード情報、避難場所等を申請者が

把握していることを書面で提出すること。 

 

法第３４条１２号１～１３（略） 法第３４条１２号１～１３（略） 
 

法第３４条１４号（略） 法第３４条１４号（略）  

法第３４条第９号許可対象路線図～大規模指定既存集落一覧表（略） 法第３４条第９号許可対象路線図～大規模指定既存集落一覧表（略）  

   

 


